
2021年１月20日
金属労協　政策企画局

目的

調査組合 金属労協全組合（約3,200組合）のうち、データの得られた約1,500組合

対象 高卒・35歳・勤続17年・技能職

賃金の範囲 基準内賃金：原則として、所定外賃金・通勤手当以外の月例賃金

基本賃金：上記から各種手当を除いたもの。

データの性格 ①実在者平均、②実在者モデル、③理論モデルのいずれか。

実在者が存在せず、理論モデルもない場合は推計値。
集計方法 単組ごとの賃金データの分布

(組合数）

規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 1,515 150 376 989 778 91 173 514

組合員数 1,069,909 734,898 203,149 131,671 624,937 468,282 97,113 59,542

単純平均 262,474円 299,382円 276,259円 251,636円 253,068円 287,062円 267,927円 242,049円

加重平均 300,363円 314,662円 278,094円 254,957円 284,073円 291,754円 270,313円 246,109円

第９十分位 309,000円 333,000円 317,000円 297,000円 297,000円 321,000円 311,000円 285,000円

第３四分位 285,000円 319,000円 295,000円 271,000円 277,000円 299,000円 285,000円 261,000円

中位数 261,000円 299,000円 275,000円 249,000円 251,000円 287,000円 265,000円 239,000円

第１四分位 237,000円 281,000円 251,000円 227,000円 227,000円 267,000円 249,000円 219,000円

第１十分位 217,000円 265,000円 233,000円 211,000円 207,000円 247,000円 229,000円 203,000円

1.加重平均算出の際のウエイトは、対象組合における35歳の人数ではなく、組合員総数。

＊目標基準：基本賃金338,000円以上　（各産業をリードする企業の組合がめざすべき水準）
＊到達基準：基本賃金310,000円以上　（全組合が到達すべき水準）
＊最低基準：到達基準の80％程度（248,000円程度）（全組合が最低確保すべき水準）

※基本賃金は、所定内賃金から各種手当（家族手当、住宅手当、地域手当、出向手当など）を除いた賃金。

ＪＣミニマム（35歳）：「ＪＣミニマム（35歳）」の水準は、基本賃金で月額21万円とする。
※金属産業で働く35歳の勤労者の賃金水準を明確に下支えし、その水準以下で働くことをなくす運動

※目標基準、到達基準は、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」における製造業・生産労働者・男子・高校卒以上・
企業規模1,000人以上のそれぞれ第９十分位、第３四分位の数値を参考にしながら、金属労協で設定している。

35歳・技能職賃金水準の実態調査（2020年度）

格差是正に向けて、各組合が金属労協全体の中における賃金水準の位置づけを確認できるよう、金属
労協全組合の賃金水準分布のデータを整備する。

項目
基準内賃金 基本賃金

賃金の底上げ・格差是正および日本の基幹産業にふさわしい賃金水準確立の観点から、35歳相当・技能職の個別（銘
柄別）賃金について、めざす水準への到達に向けて、賃上げに取り組みます。
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2021年１月20日
金属労協　政策企画局

目的

調査対象組合 金属労協全組合（約3,200組合）のうち、データの得られた約2,000組合

集計方法

【所定労働時間（2019年度）】 (組合数・時間）

項目 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 2,559 227 501 1,831

平均値 1,934 1,905 1,923 1,940

【所定外労働時間（2019年度）】 (組合数・時間）

項目 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 2,119 221 466 1,432

平均値 220 258 236 209

【総実労働時間（2019年度）】 (組合数・時間）

項目 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 2,105 220 463 1,422

平均値 2,039 2,002 2,047 2,049

【年次有給休暇の取得日数（2019年度）】 (組合数・時間）

項目 規模計 1,000人以上 300～999人 299人以下

組合数 2,304 226 487 1,591

平均値 11.5 15.4 12.3 10.6

労働時間の実態調査（2019年度）

金属労協全体の労働時間の実態を把握し、現状分析の上で、闘争推進にあ
たり基礎的なデータとする。

単組ごとの平均値の単純平均
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